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医療の均霑化とは，医療サービスの地域格差をなくし，全国どこでも誰もが等しく高度な医療を受ける

権利を享受できるようにすることを指す．医療の均霑化政策の具体的な検討のためには，地域の医療サー

ビスの需要及び供給に関する将来予測が欠かせない．そのため，予測モデルの開発が喫緊の課題となって

いる．本研究ではこのうち需要面に着目し，パーソントリップ（PT）調査データを活用しながら，重力モ

デルに基づく簡易な地域別将来患者数予測モデルの提示を行うことを目的としている．兵庫県を対象に実

際にモデルを構築し，医療需要の将来変化を可視化した結果，都市部においては高齢化による需要の増加

があるものの，多くの地域で需要の低下が顕著であることが示された．  
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1. はじめに 

 

宇沢 1) は，疾病，傷害にさいして，そのときどきにお

ける最高の医療を受けることができることを，ゆたかな

社会の基本的諸条件の 1つとした．「患者の権利に関す

るWMAリスボン宣言」もまた，良質の医療を受ける権

利を謳っている．しかし，人口規模が小さく採算性の低

い地域では医療施設が立地しにくいため，医療機関や診

療科には偏在が生じているのが現状である 2)．これによ

り，居住地から医療機関へのアクセスにも地域格差が生

じていることが指摘されている 3)．  

このような地域格差に対して，医学部の入学定員変更

を含む是正のための対策が検討されているが，近年でも

格差は拡大傾向にある 4)．医療施設の立地は，経営的な

側面や大病院との位置関係など政策的にコントロールし

づらい要因で決まる側面があるため 5)，各種医療政策の

策定においては，交通基盤整備や公共交通の充実等，ア

クセシビリティを高める交通施策との連携が重要になる．

しかしながら，このような観点はほとんど考慮されてい

ない．今後わが国で医療資源配置の地理的格差を検討す

る上ではアクセシビリティの観点を含めた地域の実情に

応じた分析を行うことが求められている． 

さて，医療の「均霑化」とは主に医療政策の分野で用

いられる用語で，医療サービスの地域格差をなくし，全

国どこでも誰もが等しく高度な医療を受ける権利を享受

できるようにすることを指す．例えば，がん医療に関し

て，地域による医療水準の偏りが生じないようにする，

すなわち全国どこでも誰もが標準的ながん医療が受けら

れるようにすることは，がん医療水準の均霑化と表され

る 6)．これは，宇沢 1) の「社会的共通資本としての医療」

という考え方に通じる取り組みであるといえる． 

医療の均霑化政策について具体的な検討をするために

は，地域の医療サービスの需要及び供給に関する将来予

測が欠かせない．日本では昨今，第一次ベビーブーム世

代である団塊世代の高齢化が進み，医療サービスの需要

が増加しつつある．2025年（令和 7年）には団塊世代全

員が 75 歳以上になるため，医療需要が急増すると考え

られている 7)．一方で，同時に進行している人口減少は，

医療需要の減少要因となる．総務省によれば，2008年を

ピークに総人口は減少に転じており，2050年に日本の総

人口は 1億人を下回ることが予測されている． 

言うまでもなくこのような医療需要や供給の変化は全

国均一に起こるわけではない．医療の均霑化を目指した

計画策定のためには，地域ごとのマクロなトレンドを考
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慮した将来予測が不可欠であり，そのための標準的な予

測モデルの提示が喫緊の課題となっている．このような

問題意識のもと，本研究では，通院トリップが大規模に

把握できるという特長があるパーソントリップ（PT）

調査データを活用しながら，標準的な予測ツールである

重力モデルを援用した簡易な地域別将来患者数予測モデ

ルの構築を行うことを目的としている．そして，実際に

本モデルを兵庫県に適用し，医療需要の将来変化を可視

化することで，いくつかの政策示唆を得る．  

以下，第 2章では，関連する既往研究についてまとめ

る．第 3章では，地域別将来患者数予測モデルの構築を

行う．第 4章では兵庫県への適用と考察を行う．最後に

第 5章で本研究に関するまとめを述べる． 

 

 

2. 既存研究のレビューと本研究の特徴 
 

 本章では，関連する既往研究を整理し，その後本研究

の位置づけを述べる． 

 

(1) 通院行動に関する既存研究 

相場ら 8) は，平成27年度の全国都市交通特性調査（全

国 PT調査）と平成 20年度の東京都市圏パーソントリッ

プ調査（PT 調査）のデータを用いて，人々の通院行動

の大枠を把握することを試みた．また，相馬ら 9) は，医

療機関数や病床数等の医療指標と人口や世帯等の都市特

性指標を踏まえ，独自アンケート等により市町村単位で

の医療サービスの充実度を調査し，都市類型化や通院行

動・意識の分析を行った．海外の事例については，濱野

らに詳しい． 

 

(2) 医療へのアクセシビリティに関する既存研究 

加賀屋・三木 11) は，小樽市を対象に，人口，医療施設

分布，交通ネットワーク（バス・鉄道・道路）の情報を

入力とし，GIS を用いて医療施設へのアクセシビリティ

を評価するシステムを構築した．また，当該システムを

用いて，医療施設配置の改善についての検討を行ってい

る．竹牟禮ら 12) は，平成 12年度の近畿圏PT調査の結果

より東近江地域のデータを用いて，ハフモデルの推定を

行った．地域ごとの買い物・通院目的地としての魅力度

を計算し，病床数よりも医療施設の密度の方が変数とし

て現況再現に寄与することを示唆した．中平ら 13) は，三

重県熊野市において実施した在宅医療等に関する住民意

識アンケート調査の結果に基づき，山間地域の診療所で

                                                           
1 二次医療圏とは医療法第 30条の 4に基づき，都道府県が，医

療計画の中で，病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき

地域的単位として区分する医療圏として定めるものであり，救

は，診療日が限定されていることや専門医が存在しない

ことから，住民は少し遠くても市街地の病院に通院する

可能性を指摘した．佐々木・鵜飼14) は，神奈川県の湘南

西部と県央の 2つの医療圏を対象に，患者数の多い呼吸

器系，循環器系，消化器系の疾病それぞれについて病院

へのアクセシビリティを評価し，疾病別の需給バランス

を評価することを試みた．その結果，地域によっても疾

病によってもアクセシビリティが大きく異なることが明

らかになった．三宅ら 15) は，栃木県を対象に患者の居住

地から最近隣の医療施設までのアクセス分析から，二次

医療圏内での受療行動の完結性や圏域設定の妥当性を検

討した．その結果，二次医療圏内での受療行動の完結性

は低く，現在の圏域設定に課題があることを指摘した． 

 

(3) 医療需要推定モデルに関する既存研究 

医療需要の推定モデルとしては，多くの研究で伝統的

な重力モデルやハフモデルが用いられている 16)．なお，

ここでの推定モデルとは，将来予測ではなく現状再現を

目的としたものを意味する．大場ら 17) は，北海道におい

て，人口と道路距離を説明変数とした発生制約型の重力

モデルを用いて二次医療圏1単位の受療行動モデルを構

築した．受療動向データには，北海道保健福祉部がまと

めた「平成 12 年 5 月診療分国民健康保険患者受療動向

調査結果」を用いている．石塚ら 18) は大場ら 17) と同様の

重力モデルの推定を行い，複数時点で重力モデルのパラ

メータの変化を分類・可視化することを試みている．  

 

(4) 医療需要の将来予測に関する既存研究 

日本医師会は，各都道府県医師会，郡市区医師会や会

員が，自地域の将来の医療や介護の提供体制について検

討を行う際の参考，ツールとして『地域医療情報システ

ム』2を構築・公開している．そこでは，都道府県ごと

の地域医療資源や，国立社会保障・人口問題研究所の将

来推計人口をもとにした，2045年までの医療需要指数が

推計されている． 

平成 26 年に医療法が改正され，都道府県は「地域医

療構想」を策定することが義務付けられた．平成27年3

月に厚生労働省は，地域医療構想策定のためのガイドラ

インとして，「地域医療構想ガイドライン」を公表し 19)，

これに沿って平成 28 年度中に全ての都道府県で地域医

療構想が策定された．公益社団法人全日本病院協会によ

れば，地域医療構想では，二次医療圏を基本に全国で

341 の「構想区域」を設定し，構想区域ごとに高度急性

期，急性期，回復期，慢性期の 4つの医療機能ごとの病

急医療を含む一般的な入院治療が完結するように設定され，一

般に複数の市区町村で構成される． 
2 http://jmap.jp/ 
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床の必要量を推計している．具体的には，構想区域の

2025 年の医療需要＝ ［当該構想区域の 2013 年度の性・

年齢階級別の入院受療率× 当該構想区域の 2025 年の

性・年齢階級別推計人口］を総和したものとして推計す

ることとされている．すなわち，性・年齢階級別入院受

療率を 4つの医療機能ごとに算定し，それを構想区域の

2025年における性・年齢階級別人口に乗じたものを総和

することによって，将来の医療需要を推計している．な

お，2025 年の性・年齢階級別人口は，国立社会保障・人

口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成 25 年

（2013 年）3 月中位推計）』を用いている 20)．このよう

に，都道府県，あるいは二次医療圏（構想区域）単位で

は，公的な予測結果がすでに利用できる．しかし，二次

医療圏は通常複数の市区町村を含む領域であり，市区町

村以下のより空間詳細な領域での予測が必要になる場合

には，独自に推計を行う必要が生じる．その場合，医療

需要が領域内で閉じるとは想定しづらくなるため，領域

を超える医療需要を明示的に考慮する必要が出てくる．

以下，このような観点での研究を概観する． 

高瀬・山田 21) は，国勢調査による 5歳年齢別メッシュ

人口データとその将来予測結果，厚生労働省による患者

調査の県別受療率（人口 10 万人に対する受療患者数）

をもとに入院患者の需要予測を行った．3 次メッシュ

（約 1km2四方）を分析単位とし，ハフモデルを用いて

施設の利用確率を定式化した．ハフモデルでは，利用確

率が施設の魅力度（病床数）に比例し，距離の𝜆乗に反

比例するという定式化がなされるが，当該研究では𝜆 ൌ

1.3という設定が用いられた．ハフモデルは，距離の減

衰パラメータ𝜆の設定値を外生的に決めれば，実データ

を用いてパラメータを推定するというステップを省略で

きる点に利点がある．高瀬・山田 21)は，あるA病院から

入手した実績データとの比較を行い，ハフモデルの入院

患者数の再現性が良好であることを確認している．土井

ら 22), 23) は，4次メッシュ（約500ൈ500m）単位において，

入院患者数の将来推計を行い，病床数と比較することで，

需給バランスの評価を試みた．入力データは，高瀬・山

田21) と同等である．ただし，病院選択の部分はルールベ

ースで定式化している．分析の結果，医療需要超過地域

は鉄道や国道沿いに偏って現れることを示した．谷本 24) 

は，千里ニュータウン・大阪府箕面を対象に，病床機能
3ごとの患者数を人口・入院受療率から算出し，その推

定患者数と（到達可能）病床数の比を「充足率」と定義

し，町丁目レベルでの評価を行っている． 

 

                                                           
3 高度急性期，急性期，回復期，慢性期，在宅医療他． 
4 レセプトデータベース（NDB）の整備も始まっているが，有

識者会議において提供の是非が検討されるなど，まだまだ入手

(5) 本研究の位置づけ 

既往研究のレビューに基づき，本研究の位置づけにつ

いて述べる． 

本研究では，多くの既往研究同様に，地域医療構想に

おける医療需要予測手法を踏襲しつつ，二次医療圏未満

の領域（以下，小領域あるいは地域）に適用可能な簡易

な地域別将来患者数予測モデルの構築を行う． 

モデルの構築にあたっての本研究の最大の特徴は，

PT 調査データと重力モデルの利用である．既往研究の

多くでは，都道府県が独自調査を実施し，地域間の通院

目的トリップを把握するか，あるいはハフモデルにおい

て距離抵抗を外生パラメータで与えていた．一方で，

PT 調査を用いれば，小ゾーンあるいは B ゾーン単位で，

通院目的のトリップを把握し，重力モデル等でそれを推

定することができる．無論，PT 調査は特定の都市を対

象としたものであり，調査が 10 年程度に一度で時間解

像度が低いという課題はある．しかし，通院トリップを

小領域レベルで包括的に把握できる唯一のデータソース

であるといってよい4． 

本研究では，重力モデルのパラメータ推定値を結果と

して示す．パラメータの時空間移転性や MAUP

（Modifiable areal unit problem）の程度については別途検証

が必要であるものの，この推定値を使えば任意の地域に

おいて少ない入力で医療需要の推計や様々なシナリオ分

析が可能である．  

 

 

3. 地域別医療需要予測モデルの構築 
 

本節では，地域別医療需要予測モデルの構築について

説明する（図-1）．地域医療構想における医療需要予測

方法を踏襲し，地域（小領域）別医療需要は， 

  𝐷௝ ൌ ∑ ሺ𝑀௜ ൈ 𝑃௜௝ሻூ
௜ , (1) 

によって集中トリップ数として予測する．ここで，i (i = 

1, …, I ) は発地，j ( j = 1, …, I）は着地であり，小領域とし

て本研究では PT 調査の最小集計単位である小ゾーンを

想定する．𝑀௜は，地域 iの患者数，𝑃௜௝ は，地域 iの居住

者の通院目的での地域 j の選択確率を意味する．以下，

𝑀௜と𝑃௜௝の設定方法について述べる． 

 

(1) 患者数Miの推定 

地域 iの患者数𝑀௜は，地域医療構想における医療需要

推定方法を踏襲し，性・年齢階層別原単位に性・年齢階

層別人口を乗じて，性・年齢階層について足し合わせる

のための敷居は高いのが現状である（藤森 25)）．仁藤ら 26) は，

レセプトデータを用いて，患者の医療機関選択モデルを

構築した． 
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ことで推定する．具体的には， 

  𝑀௜ ൌ ∑ ሺ𝑁௜
௔ ൈ 𝑃௔ሻ௔ , (2) 

によって推定する．ここで，a は年齢階層，𝑁௜
௔は地域 i

の年齢階層別人口，𝑃௔は分析対象領域における年齢階

層別受療率である（性別の添字は省略）． 

 

(2) 通院地域選択確率Pi jの推計 

通院地域選択確率は， 

  𝑃௜௝ ൌ 𝑄௜௝/ ∑ 𝑄௜௝௝ , (3) 

によって求められる．ただし，𝑄௜௝は，通院目的での地

域 i から地域 j へのトリップ数である．本研究は兵庫県

を分析対象とするため，PT調査として，近畿圏 PT調査

のデータを用いる5．  

通院トリップ数 𝑄௜௝の将来予測値を得るために，本研

究では重力モデルを採用する． 

  𝑄௜௝ ൌ 𝑁௜
ఉభ𝐵௝

ఉమ/𝑡௜௝
ఉయ (4) 

ここで，𝑁௜は地域 iの人口，Bjは地域 jの通院目的地とし

ての魅力度，𝑡௜௝は地域 i，j 間の時間距離を示し， 𝜷 = 

(𝛽ଵ, 𝛽ଶ, 𝛽ଷሻ′はパラメータである． 

 

(3) 将来予測の考え方 

将来予測においては，どの変数を固定し，どの変数を

将来予測値として設定するかが問題となる．本研究の設

定については，次章の事例分析で述べる． 

 

 

4. 兵庫県における事例分析 

 

(1) 本研究における地域（小領域）区分 

本研究では，第5回（H22）近畿圏PT調査 27) のデータ

を用いる．当該調査において，兵庫県は，128 の小ゾー

ンに区切られており，重力モデルの推定を行う場合，こ

れが本研究のフレームで分析可能な最小単位となる．  

(2) 入力データ 

a) 通院トリップ：𝑄௜௝ [人／年] 

小ゾーン単位で，第 5回（H22）近畿圏 PT調査 27)の

個票から平日・往路のみのデータを集計したものである．

集計条件は，目的が細分類における「「病院」等での受

診・治療」に該当するものとした6．データ整備は，可

能な限りこの時点にあわせている．  

b) 移動時間：𝑡௜௝ [分] 

移動時間については，目的が「「病院」等での受診・

                                                           
5 PT調査とは「いつ」「どこから」「どこまで」「どのような

人が」「どのような目的で」「どのような交通手段を利用し

て」移動したのかについて調査したものである．人の動き（地

域別・交通手段別等の交通実態）を総合的に把握するための調

査であり，各種の交通計画，道路計画，防災計画等の検討のた

めの基礎資料として活用されている 27)． 

治療」に該当するものにしぼってしまうと，対象のケー

スが少なくなるため，目的を大分類における「自由目的」

に該当するものとし，トリップ数で加重平均した．なお，

相場ら 8) によれば，通院の交通手段は自動車の割合が高

く，都市特性に関わらず自動車による通院はすべての年

齢階層で約 90％を占める．したがって，本研究におけ

る移動時間の計算は自動車を前提とした． 

c) 性・年齢階層別人口：𝑁௜
௔ [人] 

市区町村未満の小領域における性・年齢階層別人口の

将来推計結果としては，コーホート法に基づく小地域

（町丁目）を対象とした井上 28)の推計結果，4 次メッシ

ュを対象とした国土交通省国土政策局の推計結果7が利

用できる．ただし，コーホート法は仮定によって推定結

果が比較的大きく変わる点には注意が必要である（瀬谷

ら 29) 参照）．本研究では，国土交通省国土政策局の推計

結果を利用することとし，小地域への集計単位変換（面

補間）は面積按分によって行った．対応する現状の人口

は，地図で見る統計（統計GIS）8より 4次メッシュ集計

値をダウンロードし，これを用いた．  

d) 通院目的地の魅力度 

通院目的地の魅力度として，本研究では，多くの既往

研究で用いられている病床数を用いることとした．医療

法では，病床数に基づき「病院」と「（一般）診療所」

が区分され，前述のように病床数 20 床以上が「病院」，

6「その他（兵庫県以外のすべての地域）」，および「○○市不

明」の地域を除いた． 
7 国土数値情報，500mメッシュ別将来推計人口（H30国政局推

計），（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-
mesh500h30.html） 
8 https://www.e-stat.go.jp/gis 

 

図-1 地域別医療需要予測モデルのフローチャート 
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19 床以下は「診療所」とされている．病院・診療所の

立地については，国土数値情報9により過去数時点（平

成22年，26年，令和2年度）について把握可能である．

しかし，このデータには，病床数が含まれていない．そ

こで病院の病床数の情報は，兵庫県健康福祉部による

『兵庫県病院名簿（令和 2年 4月 1日現在）』30) の許可

病床数より取得した．一方診療所の病床数は把握が困難

であるため，本研究では統一的に「1 床」と取り扱うこ

ととした10． 

e) 外来受療率 

兵庫県地域医療構想では，病床機能別・年齢階層別の

受療率が公開されていない．したがって本研究では，厚

生労働省「患者調査（H29年10月）」の年齢階層別受療

率（調査対象期間中（平成 29 年 9 月 1 日～30 日））を

用いることとする 31)．患者調査における受療率は，「外

来」と「入院」に分けられており，目的に応じて必要な

区分を用いればよい．病床数予測が目的の場合には，

「入院」が用いられる．本研究では，外来患者数の予測

を試みることとした．なお，外来は一般に冬季に集中す

ることから，原単位を 9月としているこのデータを年間

推計に用いると過小推計になると予想される．したがっ

て本研究の需要予測結果は，絶対量としての信頼性は高

くなく，解釈では時間変化や地域間比較に重きを置くべ

きであることを断っておく． 

表-1は，1か月当たり外来受療率を示す．公開されて

いる「性・年齢階級別にみた受療率（人口 10 万対）」

を 10 万で割った値を示している．外来受療率は年齢に

大きく影響される．20歳～24歳から 80歳～84歳にかけ

て，受療率が上昇する傾向が見て取れる．また，0～4

歳の受療率が高く，80歳～84歳の受療率は 15歳～19歳

の 6倍以上に高い．  

 

(3) 重力モデルの推定結果 

重力モデルの被説明変数は，通院目的のトリップであ

り，小領域が 128あるため，128×128の行列データとな

る．ただし，ゼロトリップを除いたため，サンプルサイ

ズは 996となった11．推定は，式 (4) の両辺を対数変換の

上誤差項を加え，通常最小二乗（OLS）法により行った．

説明変数は人口・病床数・所要時間である． 

表-2 に，パラメータ推定結果を示す．すべての説明

変数のパラメータは，1％水準で見て統計的に有意であ

った．決定係数は0.38となり，モデル構造がシンプルな

割に，一定程度の説明力を有していることが分かる． 

                                                           
9 国土数値情報，医療機関データ，

（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-P04-
v3_0.html#prefecture28） 
10 歯科診療所は除いている． 

 

(4) 地域別医療需要予測の設定値 

式 (1) に基づく将来予測にあたって，本研究では𝑃௜௝に

おける 𝑡௜௝ ，𝐵௝，および𝑀௜における𝑃௔は固定することと

し，人口のみに将来変化を仮定した．これについて，例

えば高瀬・山田 21) は，昭和 55 年以降，入院受療率が比

較的安定していることを示し，将来予測においてこの値

を固定しているため，𝑃௔の固定はそれほど奇異な仮定

ではないと思われる．𝐵௝については，複数年度で病床数

の値が得られれば，計量経済モデルによる予測や時系列

モデルによる外挿的な予測は可能であろう． 𝑡௜௝ につい

ては，公共交通網の変化や道路整備の効果を積極的に取

り入れることが考えられる．これらの推計については，

今後の課題としたい．また，重力モデルのパラメータの

11 ゼロトリップは，ポワソン疑似最尤法（PPML）などを用い

れば，必ずしも除かずに推定できる．しかし数が非常に多く，

入れるとゼロ以外への当てはまりが悪化したため，今回は推定

から除くことにした． 

表-1 年齢階層別の外来受療率（1か月当たり） 

年齢階級 外来受療率 

0～4 0.138 
5～9 0.044 

10～14 0.028 
15～19 0.019 
20～24 0.021 
25～29 0.028 
30～34 0.031 
35～39 0.032 
40～44 0.034 
45～49 0.038 
50～54 0.045 
55～59 0.052 
60～64 0.063 
65～69 0.078 
70～74 0.102 
75～79 0.121 
80～84 0.126 
85～89 0.116 
90～ 0.100 

 

表-2 重力モデルの推定結果 

  係数 標準誤差 t値 

定数項 5.209 0.3270 15.93 

人口 0.1862 0.03112 5.984 

病床数 0.2498 0.02402 10.40 

所要時間 –1.390 0.06032 –23.05 

Adjusted R2 0.3815 

 

第 64 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 6 

異時間移転性の検証も今後の課題である． 

 

(5) 地域別医療需要予測の結果と考察 

図-2 は，2020 年と 2050 年の地域別医療需要（年当た

り外来患者数）の予測結果を表している．まず，結果の

解釈にあたっての注意点を述べたい．第一に，将来予測

において定数項補正などは行っておらず，受療率の原単

位自体の精度の問題もあるため，絶対値としての解釈に

は限界がある．第二に，大阪府に近い兵庫県南東部は医

療需要が過大評価されている可能性がある．これは，式 

(3) のようにトリップを兵庫県内で基準化しており，大

阪府が分析において勘案されていないため，大阪に流れ

るはずの患者の数も含まれていると考えられるためであ

る．このように県境部門の解釈には注意を要する．この

問題については，対象領域を広げ，ある程度通院トリッ

プが閉じた領域を分析対象とすることで改善ができる． 

2020年の外来医療需要の最大値は，西宮市鞍掛町付近

で確認され，年間 15万人強（1日 420人程度）と推計さ

れた．一方最小値は佐用郡佐用町下本郷付近で，年間約

352 人（1 日 1 人程度）と推計された．2050 年において

も，最大・最小の地域は変わらず，値がそれぞれ年間

14.5万人強（1日 40人程度），年間約 192人（1日 0.5人

程度）となった．  

図-2より，地方部でも集中トリップ数としての医療需

要が大きい地域が存在することが分かる．重力モデルの

定式化により，この理由には地域に病床数の多い大型の

病院がある場合や，周辺地域に大型の病院がない場合が

考えられる．一例として，518 床の豊岡病院がある地域

では需要が比較的大きく，大型病院の吸収力が影響して

いると考えることができる．また，姫路市伊伝居地域は

周辺より需要が大きい．これは隣接する地域には 250床

を超える病院はみられないが，当該地域には 250床を超

える病院が 5か所点在していて，周辺地域から患者が集

まっているためであると解釈できる． 

一方，都市部でも医療需要が少ない地域の存在が確認

された．これは，都市部では病院の選択肢集合が大きく，

交通網も相対的に充実しているため，自地域で受診する

必然性があまり高くないためと考えられる．いいかえれ

ば，他地域の医療機関のほうが望ましいため（例えば，

神戸市灘区岩屋南町，神戸市東灘区魚崎南町の小領域内

には診療所しか存在しないが，周辺地域に大型病院が点

在している），そこまで通院するという結果である．前

述の通り，中平ら 13) のアンケートでも，実際にこのよう

な行動が確認されている．  

 

(6) 医療需要の地域変化の結果と考察 

 

2020年                        2050年 

 

図-2 地域別医療需要の分布図 
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本節では，前節で推定した地域別医療需要に基づき，

2030 年，2040 年，2050 年の医療需要を 2020 年を基準と

した変化率（%）として計算し，考察する．図-3にその

結果を示す．図-3 より，兵庫県では当該期間に全体的

に医療需要が減少するという予測結果を得た．尼崎を除

く阪神間や神戸市周辺部（特に西側や北側）では，2030

年では0％～+10％となった．しかし，2040年，2050年と

時系列順に増加領域は縮小し，減少に転じる地域が増え

るとともに減少率も大きくなっている．但馬や西播磨の

ような地方部では，2050年に－40％を下回る小領域があ

り，医療需要の減少が顕著である． 

兵庫県地域医療構想では，2025年～2040年の期間の 5

年ごとに 2次医療圏ごとの必要病床数（床）が算出され

ている．この結果を活用して，表-3 に 2014 年を基準と

した必要病床数の変化率を示す．表-3 の結果でも，神

戸や阪神では+10％弱で増加する一方で，西播磨で約－

20％，丹波，淡路で約－25％の減少がみられ，本研究の

予測結果と整合的である． 

図-3 において，都市部では，減少率が比較的緩やか

であることが分かる．これは今後高齢者人口が急激に増

加し，それが医療需要の増加に繋がるためである．2020

年に対する 2050 年の地域別年齢階層別の人口比を計算

すると，約4割の地域（128地域中51地域）で75歳を境

に減少から増加に転じることが確認された（後期高齢者

の増加とそれ以外の減少）．この約 4割の地域が都市部

に集中しているため，人口減少による需要減少が相殺さ

れ，都市部の医療需要の減少は相対的に緩やかになると

いう結果が得られている． 

一方但馬，西播磨の北部等の地方部では，最大

53.78％減少する地域も見られる等，減少が著しいとい

う結果となった．これは，高齢者も含めた全世代で人口

減少が予測されたためである．年齢階層別の人口増減を

みると，90 歳以上を除き地方部のほとんどの地域で人

口が減少すると予測されている．  

2050年の2020年比で見た増加地域は7つの小領域のみ

と予測された．最大増加地域は＋9.460％の神戸市中央

区小野浜町となり，次いで，＋8.426％の神戸市東灘区

向洋町の六甲アイランドとなった．これらの地域での増

加の理由は，主に 60 歳以上の高齢人口の増加である．

すなわち，他地域の多くは，都市部であっても 75 歳以

上の区分で人口が増える傾向があったが，これらの地域

表-3 兵庫県地域医療構想における 

必要病床数の変化率（兵庫県地域医療構想より） 

 2030年 2040年 

神戸 +9.660％ +9.314％ 

阪神南 +9.133％ +8.615％ 

阪神北 +4.752％ +5.708％ 

東播磨 +7.094％ +3.192％ 

北播磨 –1.376％ –5.787％ 

中播磨 –2.552％ –6.344％ 

西播磨 –13.36％ –19.55％ 

但馬 –5.156％ –11.67％ 

丹波 –22.52％ –26.24％ 

淡路 –17.97％ –24.60％ 

全県 +3.445％ +1.429％ 

 

2030年の変化率          2040年の変化率           2050年の変化率 

 

図-3 地域別医療需要の変化率の分布図（2020年推計値を基準） 
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は 60 歳以上から増加傾向にあった．特定のコーホート

に人口が集中している場合，医療需要の急増に注意が必

要である．その他，東灘区で+2.890％～+1.424％，芦屋

市で+1.886％増加と予測された． 

これら 7つの地域を除く全ての地域で医療需要が減少

すると予測された．中でも，特に減少が著しい 3つの地

域に焦点を当てる．予測された最大減少地域は–53.78％

の宍粟市（西部）である．90 歳以上を除く全ての年齢

階層で人口減少となるなど，大きな人口減少が予測され

ていることに起因している．加えて，当該地域には現状

3 か所の診療所しかない．需要減少には，医療機関の吸

収力が弱いことも影響している．次いで減少率が大きい

のは，–53.75％の美方郡香美町小代区，–52.51％の美方

郡香美町村岡区であった．理由は，宍粟市（西部）と同

様に人口減少と，医療機関の少なさに起因する吸収力の

弱さである． 

以上，本研究では簡易な重力モデルを用いて，地域

（PT の小ゾーン）ごとに将来の医療需要を推計できる

ことを示した．兵庫県地域医療構想のような 2次医療圏

ごとの推計（表-3）とは異なり，空間詳細な推計ができ

る点が利点である．  

兵庫県における予測結果は，特に地方部において，今

後医療需要が減少していき，地域によっては（2020年比

で）2050年に半減する可能性を示唆するものであった．

言うまでもなく，需要の大幅減は，医療機関の存続に関

わる問題となり，それは住民の居住可能性にも影響を与

える事態となる．今後，病院の計画的な統廃合や，公共

交通の充実化等，対応を検討していく必要があろう．実

際に2019年9月には厚生労働省が，全国の公的病院の内

診療実績が乏しいなどと判断した 424病院に統廃合を含

めた再編の検討を求めることを決め病院名を公表したこ

とが当時注目を集めた．このような問題に対して計画的

に対処するための基礎技術として，本モデルが活用でき

ると考えられる． 

 

 

5. おわりに 

 

医療の均霑化政策の具体的な検討のためには，地域の

医療サービスの需要及び供給に関する将来予測が欠かせ

ない．そのため，予測モデルの開発が喫緊の課題となっ

ている．本研究では，このような問題意識のもと，PT

調査データを活用しながら，標準的な予測ツールである

重力モデルを援用した簡易な地域別将来患者数予測モデ

ルの構築を行うことを目的とした．兵庫県での事例分析

の結果，大半の地域で今後医療需要が減少することが示

唆された．  

本研究で使用した PT 調査は特定の都市を対象とした

ものであり，調査が 10 年程度に一度で時間解像度が低

いという課題はあるが，通院トリップを小領域レベルで

包括的に把握できる唯一のデータソースであるといって

よい．本研究では，重力モデルのパラメータ推定値を示

した．パラメータの時空間移転性や MAUP の程度につ

いては別途検証が必要であるものの，この推定値を使え

ば任意の地域において少ないインプットで医療需要の推

計や，医療機関の統廃合，交通アクセスの変化等様々な

シナリオ分析が可能である．  

最後に，今後の課題について述べる．本研究では，い

くつかの変数やパラメータ（受療率）を将来予測におい

て固定しており，その妥当性については，今後検討して

いく必要がある．また，他地域での適用可能性，パラメ

ータの時空間移転性についても検討が必要である．特に，

パラメータの固定の問題について，兵庫県地域医療構想

では，病床機能別・年齢階層別の受療率が公開されてい

ないため，本研究では，患者調査の年齢階層別受療率を

用いることとしたが，患者調査では病床機能別の受療率

は不明である．これについて，例えば谷本 23) は地域医療

構想の病床機能別推計受療率と患者調査の年齢階層別受

療率を組み合わせた原単位を作成することを試みており，

本研究にも応用できると考えられる．  

さらに，本研究では，需要面のみに着目したが，医療

施設の参入・撤退を含む供給面のモデル化も重要な課題

である．今後，需要・供給の両面のモデル化を行うこと

によって，アクセシビリティを改善する交通施策を組み

合わせた総合的な医療政策検討のためのツールを開発し

ていく予定である． 
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DEVELOPING A DEMAND FORECASTING MODEL  
FOR THE EQUALIZATION OF HEALTHCARE SERVICES 

 
 

Kaito UJIIE, Atsushi KOIKE and Hjime SEYA 
 

The concept of “equalization of healthcare services” refers to the elimination of regional disparities in 
healthcare services so that everyone can enjoy the right to receive high-level healthcare equally throughout 
the country. In order to study the policy of “equalization of healthcare services” in detail, it is essential to 
forecast the future demand and supply of healthcare services at district level. Hence the present study at-
tempts to develop a simple demand forecasting model regarding the number of patients by district based on 
the gravity model. As a result of constructing the model in Hyogo Prefecture and visualizing the future 
changes in the demand for healthcare, it is shown that although there is an increase in demand due to the 
aging of the population in urban areas, there is a marked decrease in demand in many areas. 
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